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      ７ 全国各市の利便に資する保険手続きに関する事業 

 

      ８ 附属明細書 

 

  



 

本会は、昭和２４（１９４９）年１月、全国の各市が、地方自治の発展と住民福祉

の向上をめざし、地方自治法第２６３条の２の規定に基づき、相互救済事業を実施す

るために共同で設置いたしました公益的法人であり、以来これまで各市の皆様方のお

力添えをいただきながら、事業の充実と発展に努めてまいりました。 

平成２４（２０１２）年１１月１日から「公益社団法人 全国市有物件災害共済会」

として、新たにスタートいたしました。 

今後とも、本会創設の目的であります「地方自治の発展と、住民の安全、安心に寄

与すること」を改めて肝に命じ、相互救済事業の確実な実施はもとより、防災、減災

に関する事業の積極的な実施を通じまして、住民の皆様の「セーフティネット」の役

割を担うことにより、地方自治の発展と住民福祉の向上に貢献してまいります。 

平成２６年度の各事業の概要につきまして、次のとおり報告いたします。 

 

 

１ 地方自治法第２６３条の２の規定に基づく相互救済事業 

地方自治法第２６３条の２の規定に基づき、全国の各市等の委託を受け、共済委託

団体の所有する財産（建物及び自動車）の損害に対する相互救済事業を行っておりま

す。 

建物総合損害共済における平成２６年度の実績は、受託件数 ２６２，９３７件、分

担金 ４９億１，７９０万７，０１８円、災害共済金 ４７億５，２８０万３，１１７

円となりました。平成２６年度は、近年災害共済金支払いの比率が高い風災、水災、

雷被害に加え、昨年２月の大雪による被害、そして規模の大きな火災も加わることで、

災害共済金の支払いが例年になく増加し、損害率は９６．６％と過去２０年間で最も

高い水準になりました。 

自動車損害共済における平成２６年度の実績は、受託台数 １９７，２６３台、分担

金 ３０億９，２６７万３，４７５円、災害共済金 ２２億３４４万４，６９７円とな

り、損害率は７１．２％となりました。損害率は、昨年度比で９．４ポイント改善し

ておりますが、依然として高い水準となっております。 

建物総合損害共済及び自動車損害共済については、事故防止に資する研究及び普及

啓発を活発に行い、損害率の改善に努めてまいります。 

地震災害見舞金規程に基づく地震災害見舞金は、平成２５年度中に発生した地震等

により被災された共済委託市等に対し、５８１万円を支払いました。 
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２ 防災に係る調査研究及び普及啓発事業 

建物総合損害共済において支払件数が高い水準で推移している落雷事故に関して、

公共施設等に係る被害軽減に資する調査研究を継続して行うとともに、落雷被害低減

セミナー（１０月山形市、１１月広島市、２月東京都千代田区及び大阪市）及び３月

に仙台市で開催された「第３回国連防災世界会議」の関連事業としてのフォーラムを

開催するなど、落雷被害対策の普及啓発活動に取り組みました。 

また、ごみ処理施設等の効果的な事故予防に資する調査研究を継続して行うととも

に、当該施設向けの研修会（９月仙台市、金沢市及び名古屋市、１月福岡市、２月高

松市）などによる事故防止に向けた啓発活動及び事故のあった施設の円滑な復旧や再

発防止への支援に取り組みました。 

 

３ 消防・防災施設整備事業等資金融資事業 

本事業は、市又は市が設置する一部事務組合等の団体が実施する消防・防災施設整

備事業等に低廉な利率で融資し、消防・防災等様々な都市機能の整備、充実及びこれ

にかかる団体の財政的負担の軽減を図る事業です。 

平成２６年度は、消防・防災施設整備事業等の資金として、２６３団体に９５億５，

４２０万円を融資いたしました。 

 

償還期間別融資状況 

償還 

期間 

融資利率 

融資件数 融資額 通常利率 共済委託団体 

元利均等 元金均等 元利均等 元金均等

 ５年 ０．１％ ０．１％ ０．１％ ０．１％ １２９件 ４０億２，１７０万円 

 ７年 ０．１％ ０．１％ ０．１％ ０．１％  １８件 ５億３,１９０万円 

１０年 ０．２％ ０．２％ ０．１％ ０．１％ １３５件 ５０億     ６０万円

 
融資対象事業別融資状況 

融資対象事業 融資事業数 融資額 

消防・防災関連事業 ２３５事業 ７７億   ９１０万円 

その他事業   ５９事業 １８億４,５１０万円 

 

４ 防災専門図書館事業 

防災専門図書館は、昭和３１年７月６日の開設以来、内外の災害関係図書、雑誌、
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資料等を収集し、現在１５万冊を超える蔵書を有し、データベース化した書誌情報は、

インターネットを通じて地域を問わず多くの方に利用されています。 

平成２６年度は、「防災専門図書館に関するあり方検討委員会報告書」（平成２５年

３月）の提言を踏まえ、蔵書の有効活用、情報発信、認知度の向上を目標に、次に掲

げる事業を行いました。 

まず、当館の認知度を高める方策として、会館入口への看板設置、定時総会では、

５０周年となる新潟地震のパネル展示等を行いました。また、平成２７年１月から２

月にかけて「阪神淡路大震災から２０年―都市で起こりうる災害を考える―」と題し

た企画展を開催いたしました。 

次に、１１月には「図書館総合展」にポスターを出展し、図書館関係者に当館の活

動の広報を行い、３月には仙台で開催された「第３回国連防災世界会議」のポスター

展に出展いたしました。 

資料の保存と活用については、昨年デジタル化した関東大震災資料に元禄地震や新

潟地震のデータ約１００点を加え地震、風水害、その他災害を分類してホームページ

に掲載し、非来館型利用者にも利用しやすいデジタルアーカイブを整備しました。 

また、関係機関との連携等による図書館力の強化として、国立国会図書館が展開し

ている東日本大震災アーカイブ“ひなぎく”とのデータ連携、専門図書館協議会及び

（独）防災科学技術研究所との連携を推進しました。 

[ 図書館利用状況 ]        

 閲覧利用      : １８８名   １，５６１ 冊 

 貸出利用        : ４３名      １７４ 冊 

 複写サービス     : ６８名  ３４５件  ２，２４４ 枚 

 レファレンスサービス : ６６名    

 図書館見学      : １６０名     

 図書館見学会等    : ２８名     

 企画展 : ２５９名     

       

[ インターネットアクセス件数（平成２６年４月～２７年３月）] 

 蔵書検索トップページ :  ３，３７１件 図書・雑誌新着 : １，１７３件 

 図書・雑誌横断検索 : ４，２４７件 雑誌検索 : ２３５件 

 詳細検索 : ４５４件 雑誌一覧 : ４２３件 

     合計 ９，９０３件 
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平成２６年度防災専門図書館蔵書数 （平成２７年３月３１日現在） 

分類番号 分類項目 ２６年度受入 現在数 

        冊        冊 

０００   災害一般 ３５６  ２４，８３０  

１００   火  災 １４１  １２，９４１  

２００   風水害・雪害 １２０   ８，７９９   

３００   地震・噴火・津波・高潮 ５７６  １２，６５５  

４００   交通災害 ５９ ９，１３２  

５００   農業災害 １４２ １１，３６３  

６００   鉱・工業災害 ２８ ４，２９７  

７００   公  害 ４４０ ５１，４４２   

８００   戦  災 １０ ３，０５１  

９００   その他一般 １２８  １８，９７６   

       

 合    計 ２，０００ 冊 １５７，４８６ 冊 
 

５ 防災その他様々な都市機能の健全な維持発展に関する事業 

(１) 東日本大震災の教訓を踏まえ、都市における地域住民のセーフティネットとしての

役割を担うため、防災・減災対策のためのセミナー等の啓発活動を通して都市防災の

推進を図っております。 

    平成２６年度は、地域防災を推進するＮＰＯ法人等との共同主催で、全国各都市の

職員、災害ボランティア及び一般市民を対象にして、９月７日に「首都防災フォーラ

ム」を、１１月６日に「復興から事前防災へ」をテーマに「第１６回都市防災推進セ

ミナー」を開催いたしました。 

（２）防災その他様々な都市機能の健全な維持発展に関する事業の助成として、全国的観

点で実施される防災・危機管理の政策に関する調査研究事業、安全安心なまちづくり

に関する調査・研究・普及啓発やその前提となる都市政策等に係る調査研究等の事業、

消防・防災活動等の普及、啓発、活性化に関する次の事業について、協助金を交付い

たしました。 

  ア 全国市長会の「全国的規模に係る防災・危機管理に関する調査研究事業」 

イ 全国市議会議長会の「自然災害対策等推進事業」 

 ウ （公財）日本都市センターの「東日本大震災後の都市自治体の復興に関する調 

査研究ほかの事業」 
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 エ （公財）日本消防協会の「消防団活動情報提供事業」 

オ （一財）日本防火・防災協会の「少年消防クラブ活性化推進事業」 

    

６ 日本都市センター会館事業 

都市センターホテルの運営については、株式会社ロイヤルホテル及び株式会社東京

ロイヤルホテルに委託しており、毎事業年度終了後に実績等の総合的な評価を実施し、

より効率的、効果的な運営に努めております。 

平成２６年度における経常収益は２９億４，６０８万８千円、経常費用は２７億２，

１２０万８千円、当期経常増減額は２億２，４８８万円の増となっております。 

貸事務室については、２９団体が入居し、各市の東京事務所等として利用いただい

ております。 

平成２６年度の会館事業の経常収益及び経常費用は、次のとおりです。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       

＊内部取引消去前の事業別会計で表示しています。 

＊数字は千円未満を切り捨てて表示しています。単純合計と合計額が一致しない場

合があります。 

 

科  目    金額  （千円） 

経

常

収

益 

 

貸室収益 １８０，４９１ 

会議室収益 １，３２８，９９５ 

客室収益 １，０１７，１６７ 

食堂収益 ３３９，８６５ 

その他収益 ７９，５６９ 

経常収益  計 ２，９４６，０８８ 

経

常

費

用 

会館運営委託費 １，４５２，３１４ 

機械運転保守費 １３０，２６０ 

減価償却費 ５６７，５４９ 

営繕費 ７０，８２０ 

光熱水道費 ２１４，１４６ 

租税公課 １６１，４１８ 

その他費用 １２４，６９７ 

経常費用 計 ２，７２１，２０８ 

当期経常増減額 ２２４，８８０ 

法人税等 ４８，５０５ 

当期一般正味財産増減額 １７６，３７４ 
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７ 全国各市の利便に資する保険手続きに関する事業 

（１）道路賠償責任保険取扱業務 

市が管理する道路の賠償責任を補償する道路賠償責任保険について、本会が、損

害保険会社と団体保険加入に関する特約を締結し、６０８市が加入しております。 

 

平成２６年度の取扱状況は、次のとおりです。 

 項  目 件数等 

加入市数 ６０８市 

加入道路延長距離 ８２３，４２６km 

取扱保険料 ６９２，２６５，３１１円

取扱手数料  ３４，６１３，２７４円

 

（２）自動車損害賠償責任保険代理店業務 

本会は、市有車両の自動車損害賠償責任保険の契約締結に係る便宜を図るため、

損害保険会社の代理店として、自動車損害賠償保障法による責任保険の取扱いを行

っております。 

 

平成２６年度の取扱状況は、次のとおりです。 

項  目 件数等 

取扱台数 １０，９７８台

取扱保険料 ２２０，７１２，８１０円

代理店手数料 １６，７３０，５５７円

 

８ 附属明細書 

平成２６年度事業報告においては、事業報告の内容を補足する重要な事項が存在し

ないため、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第３４条第３項に規

定する附属明細書は作成いたしません。 
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